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各種の子育て支援事業の制度的な位置付け

◎ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）
（市町村の責務）
第21条の8 市町村は、次条に規定する子育て支援事業に係る福祉サービスその他地域の実情に応じたきめ細かな福祉サービスが

積極的に提供さ れ、保護者が、その児童及び保護者の心身の状況、これらの者の置かれている環境その他の状況に応じて、当
該児童を養育するために最も適切な支援が総合的に 受けられるように、福祉サービスを提供する者又はこれに参画する者の活動
の連携及び調整を図るようにすることその他の地域の実情に応じた体制の整備に努め なければならない。

第21条の9 市町村は、児童の健全な育成に資するため、その区域内において、放課後児童健全育成事業及び子育て短期支援事
業並びに次に掲げる事業であつて主務省令で定めるもの（以下「子育て支援事業」という。）が着実に実施されるよう、必要な措置
の実施に努めなければならない。
一 児童及びその保護者又はその他の者の居宅において保護者の児童の養育を支援する事業
二 保育所その他の施設において保護者の児童の養育を支援する事業
三 地域の児童の養育に関する各般の問題につき、保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う事業

（市町村の情報提供等）
第21条の11 市町村は、子育て支援事業に関し必要な情報の提供を行うとともに、保護者から求めがあつたときは、当該保護者の

希望、その児童の養育の状況、当該児童に必要な支援の内容その他の事情を勘案し、当該保護者が最も適切な子育て支援事業
の利用ができ るよう、相談に応じ、必要な助言を行うものとする。

② 市町村は、前項の助言を受けた保護者から求めがあつた場合には、必要に応じて、子育て支援事業の利用についてあつせん又
は調整を行うとともに、子育て支援事業を行う者に対し、当該保護者の利用の要請を行うものとする。

③ 市町村は、第一項の情報の提供、相談及び助言並びに前項のあつせん、調整及び要請の事務を当該市町村以外の者に委託
することができる。

④ 子育て支援事業を行う者は、前二項の規定により行われるあつせん、調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。

○ 市町村による各種の子育て支援事業の実施については、保育のような実施義務はなく、体制整備や着実

な実施に向けた措置の努力義務にとどまっている。

○ また、市町村に対し、各種の子育て支援事業に関する情報提供、相談・助言、コーディネートの義務が

かかっている。

※国会へ再提出予定の「児童福祉法等の一部を改正する法律案」においては、第21条の9について、子育て支援事業の例示に、乳児家庭全戸

訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業及び一時預かり事業を追加する改正が盛り込まれている。
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各種の子育て支援事業に対する財政措置
○ 市町村の各種子育て支援事業に対する財政措置は、主として「次世代育成支援対策交付金」（ソフト交付金）

と、「児童育成事業費」により行われている。

事業主１／３、都道府県１／３、市町村１／３国１／２、市町村１／２(3) 財源

・ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

・ 病児・病後児保育事業

・ 家庭的保育事業

・ 認可化移行促進事業

・ 休日・夜間保育事業

・ 特定保育事業

・ 一時保育（一時預かり）事業

・ 地域子育て支援拠点事業

・ 民間児童館活動事業

等

・ 乳児全戸家庭訪問事業

・ 養育支援家庭訪問事業

・ ファミリー・サポート・センター事業

・ 子育て短期支援事業（ｼｮｰﾄｽﾃｲ・ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ）

・ 延長保育促進事業

・ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

・ 地域における仕事と生活の調和推進事業

・ へき地保育所事業

・ 家庭支援推進保育事業

・ その他事業（※地域の創意工夫を活かした事業）

(2)対象事業

○ 市町村等が行う一定の事業に対し、児童手当制

度における事業主拠出金を財源として、事業毎に

定められた一定額を国が補助するもの。

※ 児童手当の支給に支障がない範囲内において

実施。

○ 市町村が地域行動計画に基づき策定した毎年度

の事業計画に対し、一定の算定基準に基づいた額

を国が補助するもの。

○ 具体的には、事業量と児童人口等により、各年度

の国庫予算額を配分。

※ 事業毎に一定額が補助される仕組みではない。

(1)制度概要

児童育成事業費次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）


